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序 章 
 

１. 調査の背景・目的 
近年、大阪湾ベイエリアには、情報家電、新エネ・素材産業の大規模立地が進

展し、関連中小企業の集積も伴い、近畿経済再生の起爆剤としての期待が大き

い。これらを下支えするインフラ整備や企業立地施策も整備されつつある。（物

流インフラの整備：空港・港湾・道路整備、企業立地促進法、地域独自の企業誘

致施策等） 

ベイエリアの今後の土地利用に関しては、既に大規模産業用地の不足が指摘さ

れる一方で、夢州の埋め立て計画地など未利用地の存在もあり、多くの自治体に

より構成されるベイエリアの活性化は、ポテンシャルがありつつも情報の偏在等

により、進展が難しい状況にある。 

そこで、本調査では近畿地域における次世代のリーディング産業創出を視野に

入れつつ土地利用の現状・企業立地ニーズの把握を行い、課題を分析することに

より、ベイエリアを核とした近畿地域の活性化に向けた産業支援、地域間連携、

国・自治体の企業誘致政策の拡充、物流等インフラ整備、土地利用の再編等につ

いて提言を行うことを目的とする。 

 

■検討対象地域 
 
【検討の対象】

（近畿圏）

・２府５県（大阪府、兵庫県、和歌山県、京都府、
滋賀県、奈良県、福井県）

（大阪湾ベイエリア検討地域）

・大阪府、兵庫県、和歌山県の臨海部（国道
43号･2号以南、国道26号以西の臨海部）

（構成市町）
大阪府：大阪市、堺市、高石市、泉大津市、岸和田市、

貝塚市、泉佐野市、田尻町、泉南市、阪南市、岬町

兵庫県：神戸市、尼崎市、西宮市、芦屋市、明石市、播
磨町、加古川市、高砂市、姫路市

和歌山県：和歌山市、海南市

（国際物流拠点）

• 阪神港（大阪港、神戸港、堺泉北港、尼崎
西宮芦屋港）、阪南港、東播磨港、姫路港、
和歌山下津港

• 関西国際空港

大阪市

神戸市

和歌山市

洲本市

和歌山県

堺泉北
道路

大阪港

堺泉北港

和歌山下津港

関西国際空港

大阪国際空港

神戸港

神戸空港
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２. 実施体制 
(1) 検討会の開催経緯 

検討にあたっては、学識者、民間企業、国・地方自治体メンバーで検討会を組

成した。検討会の開催経緯は以下の通り。各検討会の概要は資料編に掲載した。 

図表 -1 検討会の開催経緯 

 議題等 

第１回 
 
 
 

日時：平成２０年１２月１０日（水） １６：００開始   
場所：近畿経済産業局第１会議室（合同庁舎１号館２階） 
［議題］ 
(1) 検討の進め方 
(2) 大阪湾ベイエリアの活性化に関する課題と論点 

・大阪湾ベイエリアを含む近畿地域の特性 
・企業ヒアリング（経過報告） 
・課題と論点 

(3) 話題提供「タイトル：ベイエリアと将来の成長産業」 
(4) ディスカッション 
(5) 総括 
 

第２回 
 

日時：平成２１年２月１２日（木） １４：００開始   
場所：近畿経済産業局第１会議室（合同庁舎１号館２階） 
［議題］ 
 (1) 大阪湾ベイエリアの活性化に関する課題と論点 

・アンケート調査結果 
・インタビュー調査結果 

(2) ディスカッション 
(3) 総括 
 

第３回 
 
 

日時：平成２１年３月２日（月） １３：００開始  
場所：ホテルグランヴィア大阪  21 階  蘭 
［議題］ 

(1) 大阪湾ベイエリアの活性化に関する方向性・方策（案）
(2) ディスカッション 
(3) 総括 

 

 

(2) 国土交通省近畿地方整備局港湾空港部との連携 
本調査は、国土交通省近畿地方整備局港湾空港部が実施する「大阪湾ベイエリ

アの活性化方策に関する調査」とアンケート調査やインタビュー調査を共同で実

施するなど、連携しながら検討を進めた。 
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I. 大阪湾ベイエリアを含む近畿地域の現状 
 

１. 近畿地域・大阪湾ベイエリアの産業集積・企業立地の状況 
(1) 産業集積の状況 
■近畿地域の産業の枢要を占める大阪湾ベイエリア 

大阪湾ベイエリアは、面積では近畿２府５県の２％に満たないが、製造品出荷

額等では２割を超えており、製造業の集積が厚い地域となっている。 

図表 I-1  大阪湾ベイエリアにおける製造品出荷額等の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）経済産業省「工業統計」より作成 

 

図表 I-2  近畿全体に占める大阪湾ベイエリアの比率 

【面積】             【製造品出荷額等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料）経済産業省「工業統計」、国土交通省国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」等より作成 

製造業　製造品出荷額等
平成15年（万円/k㎡）

4,000,000 -
3,000,000 - 4,000,000
2,000,000 - 3,000,000
1,000,000 - 2,000,000

0 - 1,000,000

凡例

ベイエリア市区町村

ベイエリアの区域

98.2%

1.8%

近畿２府５県－大阪湾ベイエリア

大阪湾ベイエリア

77.3%

22.7%

近畿２府５県－大阪湾ベイエリア

大阪湾ベイエリア



  －  － 4

産業全体では、従業者数の特化係数でみた場合、運輸・通信業、電気・ガス・

熱供給・水道業の特化係数が高く、特に、運輸・通信業では平成 3年に比べ平成

13 年の特化係数が高くなっている。 

製造業で見ると、特化係数は全般的に下落傾向にある。特化係数の高いものと

しては、石油製品・石炭製品製造業、鉄鋼業、ゴム製品製造業などがある。 

図表 I-3  大阪湾ベイエリアの業種別特化係数 

【業種別事業所従業者数の特化係数】   【製造業の業種別従業者数の特化係数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（資料）経済産業省「事業所・企業統計」(平成 3、13 年)、「工業統計」(平成 2、15 年)より作成 

（注釈）近畿の平均を１としている。 

 

(2) 企業立地の状況 
■工場等制限法の廃止（2002 年）以降企業立地が進展 

近畿の工場立地件数は、工場等制限法の廃止、工場立地法の規制緩和、物流イ

ンフラ充実や自治体・経済団体による支援策などを背景に、件数、全国比ともに

2003 年以降、高い水準で推移している。 

図表 I-4  近畿と全国の工場立地件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）経済産業省「工場立地動向調査」より作成 
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図表 I-5  近畿の工場立地件数の対全国比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）経済産業省「工場立地動向調査」より作成 

 

■加工組立型産業・基礎素材型産業、物流拠点の立地が進行 

三類型別（生活関連型、基礎素材型、加工組立型）で製造品出荷額等と、その

近畿圏におけるシェアの推移をみると、生活関連型製造業が低下する中、長期的

には加工組立型製造業が増加、また、直近数年では基礎素材型も増加する状況と

なっている。 

製造品出荷額等について、近畿圏全体に対する基礎自治体境界でみた大阪湾ベ

イエリアのシェアは 1974 年の 43.8％をピークに減少傾向にあり、2000 年には

29.6％にまで低下していたが、この数年増加に転じつつあり、2006 年には 33.4％

にまで増加している。 

図表 I-6  大阪湾ベイエリアの製造品出荷額等とシェア（対近畿）の推移 

【製造品出荷額等の推移】          【シェア(対近畿)の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（資料）経済産業省「工業統計表」より作成 

（注１）大阪湾ベイエリアの対象エリア：大阪湾臨海地域に位置する基礎自治体。 

（注２）シェア：近畿圏全体に対する大阪湾ベイエリアに位置する市区のシェアを整理したもの。 

三類型によるシェアの合計値と総計によるシェアの差は、秘匿数値等による。 
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2005 年以降における、関西における新規プロジェクトの種類別件数及びシェア

の推移をみると、工場及び物流施設・倉庫の整備を中心にプロジェクトが進行し

ている状況がうかがえる。 

 

図表 I-7  関西における新規ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの種類別件数及びｼｪｱ推移（2003～2007 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（資料）財団法人関西社会経済研究所「関西のプロジェクト動向調査記者発表資料」(2008 年 5 月 8日)より作成 

（備考）敷地面積 1ha 以上、事業費が判明している場合は 10 億円以上(国際的なイベントや博覧会は含む)を計上 

 

 

 

 

件数
シェア
（％）

件数
シェア
（％）

件数
シェア
（％）

件数
シェア
（％）

件数
シェア
（％）

工場 4 10.0 5 9.8 9 17.3 16 23.9 14 24.6

物流施設・倉庫 4 10.0 4 7.8 8 15.4 12 17.9 7 12.3

事業所・研究施設 1 2.5 1 2.0 5 9.6 4 6.0 6 10.5

鉄道・道路施設 1 2.5 4 7.8 0 0.0 8 11.9 5 8.8

商業施設 7 17.5 15 29.4 13 25.0 11 16.4 12 21.1

学校施設 1 2.5 3 5.9 9 17.3 3 4.5 3 5.3

住宅整備開発 2 5.0 8 15.7 3 5.8 2 3.0 1 1.8

ｽﾎﾟｰﾂ・健康施設・娯楽　他 20 50.0 11 21.6 5 9.6 11 16.4 9 15.6

合計 40 100.0 51 100.0 52 100.0 67 100.0 57 100.0

2007年2003年 2004年 2005年 2006年
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■医療産業拠点、大学等の立地による新たな産業拠点形成が進行 

 近畿地域には高度な研究機関や、都市型の大学、研究機関が多く集積している。 

近年、大阪湾ベイエリアにおいても大規模な用地を活かし、大学の立地、集積

が進んできている。 

神戸医療産業都市構想を展開するポートアイランドでは、関連企業の進出が進

むとともに、当該地域に立地した大学との共同開発の動きや、集積に伴う大学間

連携強化の動きも見受けられ、ベイエリアにおいても新たな産業拠点の形成に向

けた動きが期待される。 

 

図表 I-8  大阪湾ベイエリアにおける大学の開設状況（2000 年以降） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （資料）各大学の HP 情報等より作成 

神戸港

大阪港

尼崎西宮芦屋港

和歌山下津港

東播磨港

姫路港

堺泉北港

阪南港

近大姫路大学
（2007年4月開設）

近大姫路大学
（2007年4月開設）

兵庫県立大学
（2004年4月開設）

兵庫県立大学
（2004年4月開設）

神戸学院大学
兵庫医療大学

神戸夙川学院大学
神戸女子大学/神戸女子短期大学

（2007年4月開設）

甲南大学(ﾌﾛﾝﾃｨｱｻｲｴﾝｽ学部)
（2009年4月開設予定)

神戸学院大学
兵庫医療大学

神戸夙川学院大学
神戸女子大学/神戸女子短期大学

（2007年4月開設）

甲南大学(ﾌﾛﾝﾃｨｱｻｲｴﾝｽ学部)
（2009年4月開設予定)

神戸国際大学
（2002年4月移転）

神戸国際大学
（2002年4月移転）

神戸大学大学院
海事科学研究科・海事科学部

（2003年10月統合）

森ノ宮医療大学
（2007年4月開設）

森ノ宮医療大学
（2007年4月開設）

羽衣国際大学
（2002年羽衣学園短
期大学より移行）
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図表 I-9  近畿の主要な研究機関等 

 

 
 

（資料）各種資料より作成 
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(3) 企業の立地選択要因 
■資源確保とインフラを重視 

製造企業の立地が進む大阪湾ベイエリアであるが、各企業が国内立地選択にあ

たり重要とする要素は、高度技術人材の確保のほか、技術力、労働力などの資源

確保に係るものと、原材料入手の便や市場・関連企業・本社への近接性といった

アクセス環境、及びアクセス環境を支える交通インフラの充実が高く重視されて

いる状況がうかがえる。 

 

図表 I-10  国内立地選択の重要要素 
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（資料）日本立地センター「我が国製造企業の国内立地選択の要因変化に関するアンケート調査」（平成 19 年） 

注１）上位 3つまでの複数回答 

注２）斜体は回答率計（ポイント）。その他を除く 

 

 


